
令和元事業年度 

財  務  諸  表 

独立行政法人環境再生保全機構 

（石綿健康被害救済業務勘定） 
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貸借対照表
（令和２年３月３１日）

（石綿健康被害救済業務勘定） （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 45,492,966,622
有価証券 17,300,000,000
未収収益 5,009,085
未収金 8,543,633
前払費用 1,056,857
賞与引当金見返（注） 31,980,745

　流動資産合計 62,839,556,942
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産

建物附属設備 10,477,621
減価償却累計額 △ 5,642,665 4,834,956

工具器具備品 128,499,395
減価償却累計額 △ 24,304,467 104,194,928

　有形固定資産合計 109,029,884
　２　無形固定資産

ソフトウェア 3,484,028
　無形固定資産合計 3,484,028

　３　投資その他の資産
投資有価証券 16,100,000,000

　　退職給付引当金見返（注）退職給付引当金見返（注） 190,700,203
　投資その他の資産合計 16,290,700,203

　固定資産合計 16,403,214,115
　　　　　　資産合計 79,242,771,057
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

預り補助金等（注） 43,477,191
未払金 533,410,973
未払費用 4,466,694
リース債務 26,274,466
預り金 51,038
引当金
　 賞与引当金 31,980,745 31,980,745

　流動負債合計 639,661,107
Ⅱ　固定負債

資産見返負債（注）
資産見返補助金等（注） 13,672,169 13,672,169

長期預り補助金等（注） 69,236,240,807
長期預り拠出金（注） 9,079,681,038 78,315,921,845

引当金
　 退職給付引当金 190,700,203 190,700,203
長期リース債務 82,815,733

　固定負債合計 78,603,109,950
　　　　　　負債合計 79,242,771,057
（純資産の部）

0
　　　　　　純資産合計 0
　　　　　　負債純資産合計 79,242,771,057
（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

金　額科　目

石綿健康被害救済基金預り金（注）
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行政コスト計算書

（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）

（石綿健康被害救済業務勘定） （単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

石綿健康被害救済業務費 4,708,768,563

受託業務費 4,362,468

一般管理費 244,095,739

財務費用 535,771

臨時損失 214,014,273

　損益計算書上の費用合計 5,171,776,814

Ⅱ　その他行政コスト

　その他行政コスト合計 0

Ⅲ　行政コスト 5,171,776,814

科　目 金　額
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損益計算書

（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）

（石綿健康被害救済業務勘定） （単位：円）

経常費用

石綿健康被害救済業務費

石綿健康被害救済給付費 4,188,220,361

役職員人件費 217,448,174

雑給 37,248,702

賞与引当金繰入 18,781,102

退職給付費用 22,298,450

業務委託費 37,395,819

賃借料 49,907,424

減価償却費 2,500,981

その他業務費 134,967,550 4,708,768,563

受託業務費

雑給 2,718,406

業務委託費 442,709

その他受託業務費 1,201,353 4,362,468

一般管理費

役職員人件費 117,967,089

雑給 10,314,557

賞与引当金繰入 13,199,643

退職給付費用 8,814,260

業務委託費 21,356,674

賃借料 20,287,546

減価償却費 14,562,308

その他一般管理費 37,593,662 244,095,739

財務費用

支払利息 535,771 535,771

　経常費用合計 4,957,762,541

経常収益
石綿健康被害救済基金預り金取崩益（注）

石綿健康被害救済事業交付金収益（注） 3,766,911,110

拠出金収益（注） 421,309,251 4,188,220,361

政府受託収入 4,362,468

補助金等収益（注）

石綿健康被害救済事業交付金収益（注） 697,296,202 697,296,202

資産見返補助金等戻入（注） 5,618,621

賞与引当金見返に係る収益（注） 31,980,745

退職給付引当金見返に係る収益（注） 30,284,144

　経常収益合計 4,957,762,541

　経常利益 0

臨時損失
固定資産除却損 1
賞与引当金繰入 32,230,277
退職給付費用 181,783,995

　臨時損失合計 214,014,273
臨時利益

資産見返補助金等戻入（注） 1
賞与引当金見返に係る収益（注） 32,230,277
退職給付引当金見返に係る収益（注） 181,783,995

　臨時利益合計 214,014,273
　当期純利益 0

　当期総利益 0

（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

金　額科　目
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純資産変動計算書
（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）

（注）純資産の発生及び変動が無いため、記載を省略しております。

（石綿健康被害救済業務勘定）
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キャッシュ・フロー計算書

（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）

（石綿健康被害救済業務勘定） (単位：円)

金　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

石綿健康被害救済給付支出 △ 4,180,890,117

役職員人件費支出 △ 393,352,371

その他の業務支出 △ 327,881,077

石綿健康被害救済基金の造成による収入 3,495,512,869

政府受託収入 6,403,821

国庫補助金等収入 795,210,809

国庫補助金等の精算による返還金の支出 △ 24,024,635

その他の業務収入 87,187,742

小計 △ 541,832,959

利息の受取額 18,995,694

利息の支払額 △ 535,771

　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 523,373,036

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 50,500,000,000

定期預金の払戻による収入 56,000,000,000

有価証券の取得による支出 △ 16,000,000,000

有価証券の償還による収入 12,000,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 1,639,203

無形固定資産の取得による支出 △ 265,524

投資有価証券の取得による支出 △ 4,000,000,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,501,904,727

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

その他の財務支出 △ 12,352,784

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 12,352,784

Ⅳ　資金増加額（△資金減少額） △ 3,037,630,547

Ⅴ　資金期首残高 6,030,597,169

Ⅵ　資金期末残高 2,992,966,622

科　目
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利益の処分に関する書類

（石綿健康被害救済業務勘定） （単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 0

当期総利益 0

Ⅱ　利益処分額 0

科　目 金　額

（令和２年３月３１日）
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（石綿健康被害救済業務勘定） 

注記事項 

〔重要な会計方針〕 

当事業年度より、「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成 30

年 9 月 3日改訂）並びに「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関する

Q＆A」（平成 31 年 3 月最終改訂）（以下、独立行政法人会計基準等という）を適用して、

財務諸表等を作成しております。 

１.減価償却の会計処理方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く）  

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。 

建物附属設備 3～15 年 

工具器具備品 2～10 年 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能

期間（5年）に基づいております。  

(3)リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

２.賞与引当金の計上基準 

役員及び職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負

担すべき金額を計上しております。なお、政府交付金により財源措置がなされること

から、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。 

３.退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

  (1)退職一時金 

役員及び職員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。なお、政府交付金により財源措置がなさ

れることから、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

(2)企業年金基金から支給される年金給付 

役員及び職員の退職給付に備えるため、経済産業関係法人企業年金基金への掛金及

び年金基金積立不足額について、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一
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定の年数（5 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

過去勤務費用は、発生年度において一括処理しております。 

なお、政府交付金により財源措置がなされることから、退職給付引当金と同額を退

職給付引当金見返として計上しております。 

４.石綿健康被害救済基金に係る拠出金の計上基準 

石綿による健康被害の救済に関する法律第32条第2項に定める地方公共団体からの

拠出金及び同第 47 条に定める特別拠出金については、同第 31 条の規定により石綿健

康被害救済基金に充てるものとされているため、「独立行政法人会計基準第85寄附金

の会計処理」に準じて会計処理を行っております。 

５.有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的債券 

   償却原価法（定額法）によっております。 

６.消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

〔会計方針の変更〕 

１.賞与引当金 

  役員及び職員への賞与については、政府交付金により財源措置がなされることから、

前事業年度まで引当金を計上しておりませんでしたが、独立行政法人会計基準等の改

訂により、当事業年度より、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を

賞与引当金として計上するとともに、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上

しております。 

  これらが経常利益及び当期純利益に与える影響はありません。 

２.退職給付引当金 

  退職一時金については、政府交付金により財源措置がなされることから、前事業年

度まで引当金を計上しておりませんでしたが、独立行政法人会計基準等の改訂により、

当事業年度より、当事業年度末における退職給付債務を退職給付引当金として計上す

るとともに、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

  経済産業関係法人企業年金基金から支給される年金給付については、政府交付金に

より経済産業関係法人企業年金基金への掛金及び年金基金積立不足額に関して財源

措置がなされることから、前事業年度まで引当金を計上しておりませんでしたが、独

立行政法人会計基準等の改訂により、当事業年度より、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき退職給付引当金を計上するとともに、退職給付

引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 
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  これらが経常利益及び当期純利益に与える影響はありません。 

〔貸借対照表に関する事項〕 

１.金融商品関係 

(1)金融商品の状況に関する事項 

資金運用については短期的な預金等及び長期的な公社債等に限定しております。ま

た、保有する投資有価証券は、独立行政法人通則法第 47 条の規定等に基づき、公社

債等であり、株式等は保有しておりません。 

(2)金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

（単位：円） 

貸借対照表計上額 時  価 差  額 

①現金及び預金 45,492,966,622 45,492,966,622          ― 

②有価証券及び投資有価証券 33,400,000,000 33,398,810,000  △1,190,000 

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

①現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

  ②有価証券及び投資有価証券 

  これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。 

  なお、有価証券のうち譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

２.有価証券関係 

(1)満期保有目的債券で時価のあるもの 

   （単位：円） 

区  分 種  類 貸借対照表計上額 決算日における時価 差  額 

時価が貸借対照表 

計上額を超えるも

の 

社債 4,200,000,000 4,202,790,000 2,790,000

金融債 6,500,000,000 6,502,000,000 2,000,000

小  計 10,700,000,000 10,704,790,000 4,790,000

時価が貸借対照表 

計上額を超えない

もの 

社債 3,300,000,000 3,297,320,000 △2,680,000

金融債 4,400,000,000 4,396,700,000 △3,300,000

譲渡性預金 15,000,000,000 15,000,000,000 ―

小  計 22,700,000,000 22,694,020,000 △5,980,000

  合 計 33,400,000,000 33,398,810,000 △1,190,000
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(2)満期保有目的債券の決算日後における償還予定額 

（単位：円） 

区  分 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

社債 1,300,000,000 6,200,000,000 ― ―

金融債 1,000,000,000 9,900,000,000 ― ―

譲渡性預金 15,000,000,000 ― ― ―

合   計 17,300,000,000 16,100,000,000 ― ―

３.退職給付関係  

(1)採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役員及び職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制

度及び確定拠出制度を採用しております。 

積立型の確定給付企業年金及び確定拠出企業年金は、経済産業関係法人企業年金基

金に加入しております。 

非積立型の退職一時金制度では、退職給付として、「独立行政法人環境再生保全機

構役員退職手当規程」と「独立行政法人環境再生保全機構職員退職手当規程」に基

づいた一時金を支給し、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算して

おります。 

(2)確定給付制度 

  ①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられたものを除く） 

                                   （単位：円） 

a.期首における退職給付債務 ―

b.独立行政法人会計基準等の改訂に伴う繰入 75,455,731

c.勤務費用   3,520,837

d.利息費用 150,911

e.数理計算上の差異の当期発生額 △ 983,690

f.退職給付の支払額 △ 2,570,038

g.過去勤務費用の当期発生額 ―

h.制度加入者からの拠出額 1,080,841

i.期末における退職給付債務（a～h） 76,654,592

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：円）        

a.期首における年金資産 ―

b.独立行政法人会計基準等の改訂に伴う繰入 61,777,555

c.期待運用収益 2,153,566

d.数理計算上の差異の当期発生額 △ 8,280,674

e.事業主からの拠出額 7,263,319

-11-



f.退職給付の支払額 △ 2,570,038

g.制度加入者からの拠出額 1,080,841

h.期末における年金資産額（a～g） 61,424,569

③簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：円） 

a.期首における退職給付引当金 ―

b.独立行政法人会計基準等の改訂に伴う繰入 159,867,472

c.退職給付費用 21,099,327

d.退職給付の支払額 △ 14,104,617

e.期末における退職給付引当金（a～d） 166,862,182

④退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び 

前払年金費用の調整表 

（単位：円） 

a.積立型制度の退職給付債務 76,654,592

b.年金資産  △ 61,424,569

c.積立型制度の未積立退職給付債務（a+b） 15,230,023

d.非積立型制度の未積立退職給付債務 166,862,182

e.小計（c+d） 182,092,205

f.未認識数理計算上の差異 8,607,998

g.貸借対照表に計上された負債と資産の純額（e+f） 190,700,203

h.退職給付引当金（g） 190,700,203

i.前払年金費用 ―

j.貸借対照表に計上された負債と資産の純額（g） 190,700,203

  ⑤退職給付に関する損益 

（単位：円）  

a.勤務費用 3,520,837

b.利息費用 150,911

c.期待運用収益 △ 2,153,566

d.数理計算上の差異の当期費用処理額 7,666,635

e.過去勤務費用の当期費用処理額 ―

f.簡便法で計算した退職給付費用 21,099,327

g.独立行政法人会計基準等の改訂に伴う繰入 181,783,995

h.合計（a～g） 212,068,139
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⑥年金資産の主な内訳 

年金資産に対する主な分類ごとの比率は次の通りです。 

a.債券 39％

b.株式 33％

c.保険資産（一般勘定） 20％

d.その他 8％

e.合計（a～d） 100％

⑦長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在の年金資産の配分と過去の運

用実績を考慮しております。 

⑧数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しています。） 

a.割引率 0.2％

b.長期期待運用収益率 3.486％

（3）確定拠出制度 

当法人の確定拠出制度への拠出額は、828,566 円です。 

〔行政コスト計算書に関する事項〕 

1.独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

 行政コスト                  5,171,776,814 円 

 自己収入等                   △425,671,719 円 

 機会費用                                         1,049,617 円 

独立行政法人の業務運営に関して 

 国民の負担に帰せられるコスト           4,747,154,712 円 

なお、行政コストに含まれる臨時損失のうち、32,230,277 円は独立行政法人会計基

準等の改訂に伴う賞与引当金繰入、181,783,995 円は独立行政法人会計基準等の改訂に

伴う退職給付費用であり、平成 30事業年度以前の発生分であります。 

2.機会費用の計上方法 

（１）国からの出向者から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での

勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に

計算しております。 
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〔損益計算書に関する事項〕 

 臨時損失に計上した賞与引当金繰入32,230,277円及び退職給付費用181,783,995円は、

平成 30 事業年度以前の発生分であります。 

臨時利益に計上した賞与引当金見返に係る収益 32,230,277 円及び退職給付引当金見返

に係る収益 181,783,995 円は、独立行政法人会計基準等の改訂に伴い期首に計上した収益

であります。 

〔キャッシュ・フロー計算書に関する事項〕 

資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金                                   45,492,966,622 円 

定期預金      △42,500,000,000 円 

資金期末残高                            2,992,966,622 円 

〔重要な債務負担行為〕 

該当事項はありません。 

〔重要な後発事象〕 

該当事項はありません。 
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（石綿健康被害救済業務勘定）

附　属　明　細　書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失累計額の明細 （単位：円）

２．有価証券の明細

（１）流動資産として計上された有価証券 （単位：円）

満期保有目的債券

― 

― 

― 

― 

― 

東日本高速道路株式会社第５９回社債

東日本高速道路株式会社第５６回社債

200,000,000

300,000,000

500,000,000

200,000,000

300,000,000

800,000,000

500,000,000

西日本高速道路株式会社第４９回社債

200,000,000

500,000,000

300,000,000

200,000,000200,000,000

300,000,000

500,000,000

200,000,000

（単位：円）（２）投資その他の資産として計上された有価証券

計 16,100,000,000 16,100,000,000 16,100,000,000 ― 

第２３５号　利付商工債（３年） 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

い　第８２５号　利付農林債 400,000,000 400,000,000 400,000,000 ― 

第２２９号　利付商工債（３年） 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

第２３２号　利付商工債（３年） 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

い　第８２２号　利付農林債 500,000,000 500,000,000 500,000,000 ― 

第２２６号　利付商工債（３年） 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

い　第８１９号　利付農林債 500,000,000 500,000,000 500,000,000 ― 

第２２３号　利付商工債（３年） 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

い　第８１６号　利付農林債 500,000,000 500,000,000 500,000,000 ― 

第２２０号　利付商工債（３年） 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

い　第８１３号　利付農林債 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

首都高速道路株式会社第２４回社債 300,000,000 300,000,000 300,000,000 ― 

い　第８１０号　利付農林債 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 ― 

当期費用に含まれた
評価差額

― 

中日本高速道路株式会社第７８回社債

東日本高速道路株式会社第６５回社債

西日本高速道路株式会社第３５回社債 1,200,000,000 1,200,000,000 1,200,000,000 ― 

西日本高速道路株式会社第３６回社債 1,200,000,000 1,200,000,000 1,200,000,000 ― 

300,000,000300,000,000

10,477,621

5,642,665 830,284

192,598,999 2,493,473196,083,027

東日本高速道路株式会社第６２回社債 500,000,000 500,000,000

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

計 17,300,000,000 17,300,000,000 17,300,000,000

138,977,016 29,947,132

工具器具備品 41,770,531 96,073,338 9,344,474 128,499,395

200,000,000

900,000,000 900,000,000

― 

― 

4,000,000,000

14,400,000,000

14,400,000,000

14,569,816

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表
計上額

1,000,000,000

200,000,000 200,000,000

1,000,000,000 1,000,000,000

― 

― 

阪神高速道路株式会社第１８回社債

東日本高速道路株式会社第４４回社債

首都高速道路株式会社第２１回社債 300,000,000 300,000,000

有形固定資産
（減価償却費）

建物附属設備 9,677,621 800,000 ― 

計 51,448,152 96,873,338 9,344,474

― 4,834,956

差引当期末
残高

摘 要
当期償却額

13,739,532 ― 104,194,92824,304,467

減損損失累計額

当期減損額

― 

― 

減価償却累計額

5,642,665 830,284

― 4,834,956

工具器具備品 41,770,531 96,073,338 9,344,474 128,499,395
有形固定資産

合計

建物附属設備 9,677,621 800,000 ― 10,477,621

24,304,467 13,739,532 ― 104,194,928

計 51,448,152 96,873,338 9,344,474 138,977,016

計 196,083,027 ― ― 196,083,027

無形固定資産
（減価償却費）

ソフトウェア 196,083,027 ― ― ― 3,484,028

29,947,132 14,569,816 ― 109,029,884

2,493,473 ― 192,598,999 3,484,028

当期費用に含まれた
評価差額

3,484,028

無形固定資産
合計 計 196,083,027 ― ― 

ソフトウェア 196,083,027 ― ― 196,083,027 192,598,999 2,493,473 ― 

196,083,027 192,598,999 2,493,473 ― 

― 109,029,884

計

投資有価証券

投資その他の
資産

16,290,700,203

16,100,000,000

― 

― 

― 

― 

― 

― 16,100,000,0002,300,000,000 ― 

― 

3,484,028

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

満期保有目的債券

摘　要

譲渡性預金 15,000,000,000 15,000,000,000 15,000,000,000

取得価額 券面総額
貸借対照表
計上額

― 

種類及び銘柄

西日本高速道路株式会社第４２回社債

200,000,000

900,000,000

200,000,000

阪神高速道路株式会社第１７回社債

第２１７号　利付商工債（３年）

200,000,000

西日本高速道路株式会社第４５回社債 800,000,000 800,000,000

― 

400,000,000 400,000,000 400,000,000 ― 

― 

摘　要

300,000,000 ― 

190,700,203

4,212,068,139 2,321,367,936 16,290,700,203

退職給付引当金見返 ― 212,068,139 21,367,936 ― ― ― ― 190,700,203
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３．引当金の明細 （単位：円）

４．退職給付引当金の明細 （単位：円）

５．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（１）補助金等の明細 （単位：円）

（２）長期預り補助金等の明細 （単位：円）

６．役員及び職員の給与の明細 （単位：千円、人）

（注） １．役員に対する報酬及び退職手当は、役員報酬規程及び役員退職手当規程に基づいて支給しております。

　　職員に対する給与及び退職手当は、職員給与規程及び職員退職手当規程に基づいて支給しております。

２．支給人員数は、年間平均支給人員数によっております。

３．非常勤の役員及び職員については、外数で（　）で記載しております。

４．支給額及び支給人員数には各勘定で按分して負担している全ての役員及び共通部門の人員（45人）が含まれております。

５．中期計画における人件費は、役員報酬、職員基本給及び職員諸手当（賞与支給額を含む）並びに超過勤務手当であり、附属明細書における

　報酬又は給与は、中期計画と同様であります。なお、法定福利費（共済掛金を含む）については、中期計画、附属明細書共に含まれておりません。

６．退職手当は、中期計画では含まれておりませんが、附属明細書では退職一時金に係る支給額であります。

７．金額は千円未満切捨てにて記載しております。

摘　要

摘　要
賞与引当金見返・

退職給付引当金見返

26,799,107

26,799,106

53,598,213

55,170,148,071 3,365,466,242 46,235,660

石綿健康被害救済事
業交付金(給付費分
（環境省分）)

1,168,837,394

― 

― 

区　　分
収益計上

長期預り
補助金等

石綿健康被害救済事
業交付金（厚生労働
省分）

14,368,465,298 ― 52,836,646

期首残高

当期増加額

区　　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

賞与引当金 ― 64,211,022 32,230,277 ― 

計 ― 64,211,022 32,230,277 ― 

退職給付債務合計額 ― 260,191,429 16,674,655

未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上
の差異

― 

― 
石綿健康被害救済事
業交付金（事務費分
（環境省分）)

左　の　会　計　処　理　内　訳

区　　分
報酬又は給与 退職手当

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

計 69,538,613,369 3,365,466,242 99,072,306 3,766,911,110 ― 

合　　計

(―) 

20,269  5  4,280  2  

職　　員
(―) (―) (―) (―) 

299,894  70  11,042  7  

役　　員
( 745 ) ( 1 ) (―) 

( 1 ) (―) (―) 

320,163  75  15,322  9  

( 745 )

31,980,745

期末残高 摘　　要
目的使用 その他

31,980,745

区　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

243,516,774

退職一時金に係る債務 ― 180,966,799 14,104,617 166,862,182

企業年金基金に係る債務 ― 79,224,630 2,570,038 76,654,592

― 55,983,776,257

当期減少額

期末残高

年金資産 ― 63,994,607 2,570,038 61,424,569

3,365,466,242

3,365,466,242

3,741,333,051

4,117,199,860

419,601

839,203

― 13,252,464,550

区　　分

石綿健康被害救済事
業交付金（厚生労働
省分）

計

資本剰余金
資産見返
補助金等

△941,363 7,666,635 △8,607,998

制度加入者からの拠出額 ― 1,080,841 1,080,841 ― 

69,236,240,807

2,598,073,716

補助金等交付額 利息収入等 収益計上
資産見返
補助金等

348,648,101

697,296,202

当期交付額

348,648,101375,866,809 ― 419,602

退職給付引当金 ― 196,057,344 5,357,141 190,700,203
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７．上記以外の主な資産及び負債の明細

（単位：円）

（単位：円）

（１）現金及び預金

42,500,000,000

45,492,966,622

金　　額 摘　　要

2,992,966,622

区　　分

普通預金

定期預金

計

石綿健康被害救済事業交付金（給付費分）

区　　分

政府交付金預り金

拠出金預り金

計

（２）石綿健康被害救済基金預り金

9,079,681,038 地方公共団体等拠出金

78,315,921,845

金　　額 摘　　要

69,236,240,807
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